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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
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◇　一　般　会　計 （第４号）

補正前予算額 111,458,210千円に 1,542,823千円 を追加し、

総額 113,001,033千円 とする。

◎　歳　入

○ 国庫支出金 千円

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金追加 709,000 千円

・子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 741,685 千円

（住民税非課税世帯等分）

○ 繰入金 千円

・財政調整基金繰入金追加 92,138 千円

既計上額 4,931,075千円

1,542,823 千円

◎　歳　出

○ 総務費 144,848 千円

◎水道事業会計補助金 144,848 千円

○ 民生費 863,597 千円

◎住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業 741,685 千円

◎生活保護世帯暮らし応援事業 11,392 千円

◎“子どものために”保育施設等応援事業（児童福祉運営費） 110,520 千円

○ 教育費 534,378 千円

◎“子どものために”保育施設等応援事業（私立幼稚園費） 60,600 千円

◎小中学校給食費保護者負担軽減事業 357,817 千円

◎小中学校給食食材費補助事業 115,961 千円

1,542,823 千円

議案第49号資料

令 和 ４ 年 度  補 正 予 算 概 要

1,450,685

歳入合計

歳出合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

92,138
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（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 111,458,210 113,001,033 1,542,823

 ○令和４年度　補正予算比較表

-
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款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

総務費 水道事業会計補助金 144,848 財政課 5

民生費 住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業 741,685 福祉総務課 6

生活保護世帯暮らし応援事業 11,392 生活福祉課 7

“子どものために”保育施設等応援事業（児童福祉運営費） 110,520 保育幼稚園課 8

教育費 “子どものために”保育施設等応援事業（私立幼稚園費） 60,600 保育幼稚園課 8

小中学校給食費保護者負担軽減事業 357,817 保健給食課 9

小中学校給食食材費補助事業 115,961 　　〃 10

令和４年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
4
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款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 144,848
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　県内では、川越市において同様の事業を実施する予定である。 令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

120,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 73 水道事業会計補助金 144,848

上下水道局では、コロナ禍における物価高騰等が経済的な影響をもたらして
いる現下の状況に鑑み、即効性のある経済的な支援策として、水道料金の基本
料金（令和4年9月、10月検針分）の免除を実施する。

このことに伴い、免除予定額及び必要となる経費を水道事業会計補助金とし
て、一般会計から繰り出すものである。
（国補助：補助率　定額）

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

120,000

水道

基
本
方
針

経営基盤の強化
コード 651

根拠法令等 ―

事業名 水道事業会計補助金
なし

事業費総額 １４４,８４８ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 財務部　財政課

2 1 14 説明 諸費

-
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款 項 目 16 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、同様の対応を行っている。

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入

741,685

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

住民税非課税世帯等臨時特別給付金
支援業務委託料

39,984

19 51 住民税非課税世帯等臨時特別給付金 700,000

計

99

11 01 通信運搬費 176

11 02 手数料 1,250

741,685

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 176

10 03

予算額(千円)

16 国庫支出金
子育て世帯等臨時特別支援
事業費補助金（住民税非課
税世帯等分）

741,685

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、様々な困難に直面し
た方々の生活・暮らしを支援するため、住民税非課税世帯等に対して臨時特別
給付金を支給している。

令和4年6月1日付けで令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業支給要領が一
部改正され、新たに令和4年度に住民税が非課税となった世帯等にプッシュ型に
より臨時特別給付金を支給することとなった。

このことに伴い、令和4年度分として新たに給付金を支給する必要が生じたこ
とから、必要な経費について増額するものである。
（国補助：補助率10/10）

【実施概要】
  ・対　象：
　　①令和4年度の住民税均等割が非課税である世帯
    　ただし、住民税均等割が課税されている者の扶養親族等のみからなる世
　　　帯、既に本給付金を受けた世帯及び当該世帯の世帯主であった者を含む
　　　世帯を除く。
　　②新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、令和4年1月以
　　　降に、①と同様の事情にあると認められる世帯（家計急変世帯）
　・支給額：1世帯当たり10万円
　・見込数：①約6,400世帯
　　　　　　②約600世帯

＜実施スケジュール＞
　・令和4年7月上旬～：①の確認書の準備、発送
　　　　　　　　　　　②の申請受付
　・令和4年7月中旬～：①②の審査、決定及び支給

節

01 消耗品費

科 目 名 称

計

印刷製本費

12 51

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

歳
　
入

款 款 名 称

コード 123

事業名 住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業

事業費総額 ７４１,６８５ 千円

根拠法令等
令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金交付要綱（国）、
令和4年度子育て世帯等臨時特別支援事業支給要領（国）

地域福祉

基
本
方
針

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくり

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　福祉総務課

3 1 1 説明 住民税非課税世帯等臨時特別給付金費

-
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款 項 目 17 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　生活福祉課

3 1 1 説明 生活保護世帯生活支援事業費

9,000

事業名 生活保護世帯暮らし応援事業

事業費総額 １１，３９２ 千円

総合計画の体系
章

基
本
方
針

安心・安全に地域で生活で
きる環境づくり

予算額(千円)

16 国庫支出金

コード 123

根拠法令等 ―
科 目 名 称

新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

生活保護世帯生活支援費

歳
　
入

款 款 名 称

計

01 通信運搬費

01

19

11

節 細節

51

予算額(千円)

1,872

9,000

消耗品費

細 　節 　名 　称

20

歳出

9,500

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円)
歳入

歳
　
　
　
出

計

10

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

　三重県名張市において、同様の事業を実施している。

本事業は、コロナ禍における物価高騰等の影響を受けている生活保護世帯へ
の生活支援として、おこめ券を支給することにより、生活保護世帯の負担軽減
を図るものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・対象：単身・2人世帯  約3,400世帯
　　　　　3人以上世帯 　 約　200世帯
　・内容：単身・2人世帯　おこめ券 5枚（ 5kg分）
　　　　　3人以上世帯　  おこめ券10枚（10kg分）

なし

11,392

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

人と人との絆
を紡ぐまち

節 地域福祉

-
 
7
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款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

本事業は、コロナ禍における原油価格・物価高騰等による食材料費や光熱費
等の高騰により、施設の運営経費が増大する中、保護者に負担を求めることな
く安定した施設運営ができるよう、保育施設等に対して補助金を交付するもの
である。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・対象施設：市内の私立保育園（36）、認定こども園（8）、地域型保育事業
　　　　　　　施設（22）、私立幼稚園（19）、認可外保育施設（34）、幼稚
　　　　　　　園類似施設（2）　計 121施設
　・補 助 額：児童1人当たり2万円×8,556人（令和4年7月実利用人数推計）
　
 

　県内では、志木市において同様の事業を実施する予定である。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3・10 2・4 2・1 説明 児童福祉運営費・04 私立幼稚園費

150,000

事業名 “子どものために”保育施設等応援事業

事業費総額 １７１,１２０ 千円

総合計画の体系
章

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

予算額(千円)

16 国庫支出金

コード 232

根拠法令等 ―
科 目 名 称

新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

歳
　
入

款 款 名 称

75
保育施設等応援事業費補助金(私立幼
稚園費)

92
保育施設等応援事業費補助金(児童福
祉運営費)

細 　節 　名 　称

歳入

18

節 細節
計

予算額(千円)

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円)

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

歳
　
　
　
出

計

18

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

150,000

171,120

令和7年度(千円) 令和5年度(千円)

60,600

110,520

-
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款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県内では、坂戸市及び三郷市が同様の事業を実施する予定である。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

説明 学校給食運営費

章
子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3

コード 254

根拠法令等 ―

事業名 小中学校給食費保護者負担軽減事業

事業費総額 ３５７,８１７ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

330,000

学校教育

基
本
方
針

健やかな体の育成

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

330,000
予算額(千円)

18 45
小中学校給食費保護者負担軽減補助
金

357,817

357,817
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

本事業は、コロナ禍における物価高騰等の影響を受けている保護者に対し、
学校給食費の保護者負担分を4か月間無償とし、子育て世帯の経済的な負担軽減
を図るものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・対　象：市立小中学校に児童生徒が在籍している世帯
　・期　間：令和4年9月から12月まで
　・補助額：小学校 231,043,680円
　　　　　　中学校 125,966,840円
　　　　　　保護者※   806,200円
　　　　　　　計　 357,816,720円

　※アレルギー等で弁当持参の児童生徒がいる世帯は、給食費相当額を保護者
    口座に振り込むことで対応する。

歳入
歳出

計

-
 
9
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、同様の事業を実施する予定である。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳入
歳出

計

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

115,961
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

予算額(千円)

18 46 小中学校給食食材費補助金 115,961

本事業は、コロナ禍における物価高騰等の影響を受けている保護者に負担を
求めることなく、児童生徒に栄養バランスや量を保った学校給食を提供するた
め、食材費の上昇分を補助するものである。
（国補助：補助率　定額）
　
【実施概要】
　・期　間：令和4年4月から令和5年3月まで
　・内　容：主菜（ごはん、牛乳等）と副菜の食材費上昇分を補助
　・補助額：学校給食センター分： 82,867,555円
　　　　　　単独校・親子方式分： 33,093,243円
　　　　　　　　　　計　　　　　115,960,798円

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

100,000

100,000

学校教育

基
本
方
針

健やかな体の育成
コード 254

根拠法令等 ―

計

歳
　
入

事業名 小中学校給食食材費補助事業
なし

事業費総額 １１５,９６１ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　保健給食課

10 6 3 説明 学校給食運営費

-
 
1
0
 
-



（単位：千円）

財政課 水道事業会計補助金 諸費 144,848 120,000

生活福祉課 生活保護世帯暮らし応援事業 生活保護世帯生活支援事業費 11,392 9,000

保育幼稚園課 “子どものために”保育施設等応援事業 児童福祉運営費・私立幼稚園費 171,120 150,000

保健給食課 小中学校給食費保護者負担軽減事業 学校給食運営費 357,817 330,000

　　〃 小中学校給食食材費補助事業 　　〃 115,961 100,000

合計 801,138 709,000

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時

交付金

-
 
1
1
 
-


